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前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

実質ＧＤＰ － 0.2 － 0.9 0.1 1.1 0.9 0.5 0.5 0.0

同 　   (年  率) － 0.8 － 3.7 0.6 4.3 3.8 1.9 1.9 0.0

同　    (前年同期比) 3.8 0.3 0.3 0.3 1.1 2.7 2.7 － 0.0

内需寄与度　　　　　 (*) 0.1 － 0.4 0.3 0.7 0.8 0.9 0.9 0.0

個人消費 0.1 － 0.3 0.4 0.8 0.6 0.1 0.1 0.0

住宅投資 2.7 1.1 3.2 2.3 0.4 2.7 2.7 0.0

設備投資 － 0.6 － 3.3 － 1.2 0.1 1.1 － 0.1 0.2 － 0.3

民間在庫　　　　　 (*) － 0.2 0.0 － 0.2 0.0 － 0.1 0.3 0.4 － 0.1

政府最終消費 0.1 0.4 0.6 0.0 0.8 0.3 0.3 0.0

公共投資 6.0 1.2 3.3 2.5 4.8 9.0 6.5 2.5

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.3 － 0.5 － 0.1 0.4 0.1 － 0.5 － 0.5 － 0.0

輸出 － 0.5 － 3.8 － 3.0 3.9 2.9 － 0.6 － 0.6 0.0

輸入 1.4 － 0.3 － 1.7 1.0 1.7 2.2 2.2 0.0

名目ＧＤＰ － 0.7 － 1.2 0.2 0.7 1.1 0.4 0.4 0.0

同  　  (年  率) － 2.6 － 4.6 0.7 2.8 4.3 1.6 1.6 0.0

同 　   (前年同期比) 2.8 － 0.5 － 0.4 － 0.8 0.6 2.4 2.4 － 0.0

－ 1.0 － 0.8 － 0.7 － 1.1 － 0.5 － 0.3 － 0.3 － 0.0

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」
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調査レポート 

2013 年 7～9月期のＧＤＰ（2 次速報）予測 
 

12月9日公表予定の2013年7～9月期の実質GDP成長率（２次速報値）は前期比＋0.5％（年率＋1.9％）

と、1 次速報値の同＋0.5％（年率＋1.9％）から大きく修正されることはないと予想される。もっとも、今回は

2011 年度の確々報値および 2012 年度の確報値も発表されるため、過去の実績分も修正されることになる見

込みである。このため、前期比の伸びが同じであったとしても単純な比較はできない。 

需要項目別の内訳をみると、同期の法人企業統計の結果を受けて、設備投資が 1 次速報値の前期比＋

0.2％から同－0.1％に小幅下方修正されると見込まれるほか、在庫投資も、同じく法人企業統計の結果を反

映させると、実質ＧＤＰに対する前期比寄与度は＋0.4％から＋0.3％に下方修正されるであろう。一方、公共

投資は、9月の建設総合統計の結果を勘案すると、前期比＋6.5％から同＋9.0％に大きく上方修正されると考

えられる。その他の需要項目は 1次速報値と大きくは変わらないであろう。 
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12 月 9 日に公表予定の 2013 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率（2 次速報値）は前期比＋

0.5％（年率＋1.9％）と、1 次速報値の同＋0.5％（年率＋1.9％）から、ほとんど変更さ

れない見込みである。名目ＧＤＰ成長率も同＋0.4％（年率＋1.6％）と、1 次速報値から

数字は変更ないであろう。ＧＤＰデフレーターも 1 次速報値の前年比－0.3％から修正はな

い見込みである。 

もっとも、同じタイミングで 2011 年度の確々報値および 2012 年度の確報値の発表が予

定されており、四半期の実績値も過去に遡及して修正されることになる。このため、伸び

率に変更がなかったとしても、単純な比較はできない点には注意が必要である。 

 

主な需要項目別の動向（実質ベース）は以下の通りである。 

・個人消費、住宅投資は、その後発表された統計を勘案しても、大きな修正はないとみら

れる。 

・民間企業設備投資は、需要サイドの統計である 7～9 月期の法人企業統計の結果を受けて、

1 次速報値の前期比＋0.2％から同－0.1％へ若干下方修正されるであろう。前期比でマイ

ナスとなれば、3 四半期ぶりとなる。 

・在庫投資は、7～9 月期の法人企業統計の結果を勘案すると、実質ＧＤＰに対する前期比

寄与度は、1 次速報値の＋0.4％から＋0.3％に下方修正されると予想される。 

・公共投資は、9 月の建設総合統計の結果を反映すると、1 次速報値の前期比＋6.5％から

同＋9.0％に大きく上方修正されるであろう。 

・政府最終消費、輸出及び輸入については 1 次速報値からほとんど変更はないとみられる。 
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